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レオンチェフ・モデルを用いた一般均衡理論
　　　　　　　国　　　　　沢　　　　　　　　信
　　　　　　　　（教育学部　　　　　　　　）
　１．本論文はレオンティエフ(Leontief)モデルによる均衡体系を，線型計画を用いて分析しよ
うとするものである．一般均衡体系について均衡解の存在と，その条件を取扱ったものにK. J.
ArrowおよびＧ. ＤｅｂｒｅｕＤ〕,G. Debreu〔2〕, L. W. McKenzie〔3〕，二階堂〔4. pp. 261
―328〕等がある．また一般均衡理論を線型計画を用いて論じたDorfman, Samuelsonおよび
S010ｗ〔5, pp. 337―389〕かおる．これらの著書，論文においては均衡解の存在を示すに不動点
定理が用いられている．以下，本稿では不動点定理を用いないで均衡解の存在を証明しようとする
ものである．すなわち本源的生産要素としては，１種類のみ（労働）を用いる眉
一般レオンティエフ体系が存在し，この一般レオンティエフ体系と労働を供給する消費者の消費ベ
クトルとによって線型計画の構造ベクトルが構成されている．この構造ベクトルに対応する企業の
純収入（ゼロ）と効用指標１とをもって線型計画の目的関数の係数とするのである．これらを主要
な構成分子とする線型計画をつくり，これを一般均衡体系とするものであるi　この均衡体系におい
て，労働をニュメレールとする生産物の相対価格の存在，ワルラスの法則の成立，生産物および生
産要素に関する需給の均衡がみられる．
　2 ― 1.本章では本源的要素としては１種類（労働）だけを用いるレオンチエフ・モデルを考察
する．すなわち7z個の財を生産する7z個の企業が存在し，各企業とも結合生産物は存在しない．ま
た各企業とも数個の代替的生産過程を有するものとする．これらの生産過程はいづれも本源的生産
要素として１種類（労働）だけを用いるものとする．
　以上のべた生産ベクトルをもって生産に関する技術行列を構成する．次に消費についても数個の
消費ベクトルをおき，これをもって消費活動に関する行列を構成する．生産に関する行列と消費に
関する行列をもって，線型計画の制約式における構造ベクトル(Structure vector)とし，線型計
画の最適ｲ直を求めて均衡解を考察しようとするのが，本節の目的である．はじめに生産行列に関す
る仮定をかかげる．
　2-2.生産行列に関す･る仮定
　財の種類はn+ 1であり，第n+ 1財が労働で如何なる工程においても労働が不可欠であるとす
る，?l個の企業が存在し，第丿企業は，第丿財のみを生産するも口とす･る．第丿企業の有する生産
過程は町個とし，これを
　(t) (*)　　Ｑ）　（ｉ）　（ｉ）
ａ.＝〔ａｉｉ,・゛,ｏ-ｉ－1リl　どz刀‾1タαj＋1り7 　　(t)(*)　　　　.
・らj･ら＋1り〕　a=＼,…，り）
と表現する．従って潟゛）を第た列とする（,j十1, sj)型行列を
　　’λ』＝（α51）,…ぺ昂〕
とおけば，これには第丿企業の有する生産過程を表現する．ようて,z個の企業の有する生産過程は
　　y1°〔A1,…,ふz〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
で表わされる．各企業ともそれぞれの財を生産するのに２個以上の生産過程を有しているので，Ａ
を一般レオンチエフ・モデル(General Leontief model)と呼ぶことにする．
　一般レオンチエフ・モデルについて次の仮定をおく．
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　（i）一般レオンチエフ・モデルは生産的であると仮定する.各企業より１個宛の任意のベクトル
をとり，これより労働の投入係数を除いたベクトルの罫列を〔91パ‥ふ,〕，（これは7z次の正方行
列である）とする．これに活動水準を乗じたものを〔Q1,…,‰〕ξ－りとおけば，この式が一η＞0
にたいしてぐ≧Ｏの解を有する時，Ａは生産的である.と定義する／　，.‥‥‥
　(ii)本源的生産要素を，労働の１種類のみとし，かつどの過程においても，労働は不可欠であ
るとする．すなわち行列/1において，第n + 1行の要素はすべで正である．
　2―3.消費行列に関する仮定　　　　　　　　’，
　１極類の本源的生産要業を供給する労働者の，企業の生産物にたいする需要を次のように定め
る．，丿固の財に対する消費ベクトルをZ個あるとし，こ･れを
ぐ，＝〔ぐ。,･…･べjl。〕
£万々／¨･αこ
(Z＝L…･,Z)
(2)
とおく．各労働者のutility pattern は完全に同一と仮定する．まぢ
　　（i）行列召を構成する消費タクトα次1・（Zニ1･¨¨･z）は･す｀て奴用指標･１を有するもの
とする．３の活動水準ぴ），（Z＝1,…,z）の変化にともなう奴用指標の変化については，規模に
関する収穫不変の仮定に従うことは，いうまでもない／
　（ii）奴用指標１は，最適消費ベクトルベ６との間に，労働をnumdraireとする7z財の均衡
価格戸＊’に関してり&*'aVi = lを成立せしめる．この特最適活勁水準こ＊＞Ｏがとられる．さ
て戸*' * = 1において，この式の左辺は均衡消費.求出額であり，右辺は奴用指標１である．ま
たダ‰・．1≧1　ならば，これにともなう活動水準こ＊ヤＯであるご
　2―4.均衡条件の定義
　定義１．労働の投入ｍｒ≫Ｏ　を一定とした時，2－2，の仮定にたつ行列A, 2-3.の仮定にた
つ行列£において，次の均衡条件をみたす,Z財の価格ｊ´（労働をnumeraireとする），投入産出
量（労働投入を含む）（ち），消費量ヱ，が存在する時，これは均衡解･（夕＊≒□Ｄ，コ;＊）である．
　均衡条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼く
　（α）･η＊十ａ;＊゜O･Ｏz財の需要･供給の均衡）．ただし企業ｊの生産行列当のからえらばれた
１個の最適^゛クトぶを弓とすれば，られより労働９半入係数心。Ｊを除いたものを妁とす
る．嘩= じL」ごいまｙ卜４戸とおけば’ｙ’＊ほ企業犬の均衡投入産出量である，（ξ;は
均衡活動水準゛“.)‘yj*=にL
9
]゜計に乱
.冶
〕゛あ乱）＊゜かおj:“J6ﾆJ゛“財
の消費者への供給量である(負数で表現される)．、これに対して消費者による､z財の需要はＪ＊＝
べぶ＊である･、ここに心６は召より１個えらばれた最適哨費ベク･トルベ＊はこの活勁水準であ
る．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　●
　　　?l　曇(βレΣ・，
　　　々
　　　曇
1りfj='‘ (労働,にたいする需要，供給の均衡)
　　ここにΣα＊，・1,J6は労働にたいする72企業の需要母であや･
　　　　　J=1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･･.,●　I｀
　　(以舛は企業ｊにおいて，戸＊'＞Ｏに関して利潤柴極木にする．(極大利潤はゼロである).
　0=1.･‥,　ｎ).
　　(5). X*は2―3.の仮定(ii)の下に最大の奴川こ＊を与える．
　2―5.次に上述の生産集合，消費集合について,ﾄ労働の払入量ｒ＞Oを一定としたとき，均
衡解の存在することを次の線型計画によって証明する.コ
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　定理1 . 2―2.で示された生産行列の仮定, 2-3.の消費行列の仮定の下に，労働供給ｒ＞oを
与えたときに，均衡条件（α），（β），（γ），（a）をみたす均衡解（ｚ＊,（乃），戸＊’）が存在する.
　（証明）この証明は次の線型計画によってなすことができる. (1)の行列ふ（2）の行列召をとり
(日宍卜心)
　　　　ぐ，こ≧０
max, ｇべO　ZZ〕
??
???
?
????）??
(5)
とおく．ここにξはA, Cは召にたいする活動水準である. (5)の目的函数の係数０はＡに関
する収入であり，z，は召に関する奴用指標で１を要素とする行ベクトルである．なお(3)の左辺゛，
制約量ベクトルのＯは,z次元ベクトルである．
　証明の順序を(i). (3), (4)をみたす実現可能解の存在，次に(5)が上に有界なることを示すために
　(ii).ξの有界性, (Hi).この有界なることを証明する. (i). GO. Gii)の証明によって線型計
画の最適解の存在が示される．次に(iv).最適ベクトル, (v).均衡解の存在について論ずる.
　(i).はじめに(3). (4)をみたす実現可能解の存在についてのべよう．
　すなわち不等式(3), (4)をみたす非負解7j≧0，ぐ≧Ｏが存在することを証明する必要がある．
さてこれが存在するための必要十分条件は，(３に凡てＯなる要素よりなる第n+1行を加えて
????
と表現すると）
〔ﾐ戸　１〕'
レ
の任意の非負解〔戸
俐卜，
１〕'≧Ｏ　にたいして
〔l戸　１〕ずつ≧ｏ
(6)
(7)
が成立することである(1)
　まづ(7)が成立することは明らかである．〔夕　１〕'は7z＋1次元価格ベクトルで,z財の価格と労
働の価格を１とおいたものよりなっている．労働の供給量はｒ＞Oで，労働が供給超過とならない
限り, (7)はｒ＞Oとなる．
（6）をみたす非負解〔戸１〕’≧０
ま(3)の左辺をＺ＝
?
＼z=AS十
???
の存在することは分離定理を用いることによって示される．い
)ぐ，ぐ≧０，こ≧０}とおけば，ｚは(3)の仮定によって最初の72
個の要素の座標はゼロまたは負，第n +1番目の要素(労働)の座標は正である．このように77財
と労働とを座標軸にとったn+ 1次元空間沢”゛1において，この空間の正象限双．”゛1　とＺとの
和を，尺ｊ゛1十Ｚ＝訂とおけば，財は凸集合である．また原点ＯはＭの内点とはなりえない．こ
の後者のことを証明するために，仮りにＯが訂の内点であるとしよう．するとＯのあるｓ近傍．
び(0,ｓ)は町のうちに含まれる．び(0,£)は尺ｊ゛1の内点&＞Ｏを含む．従ってまた一似び(0，
ε)⊂肘＝Ｒｊ゛１十Ｚ．これはむcR^"*', zr:Zにたいして, -x=v十ｚである．この式で収≧０
であり，ｚ
???
?????
???
であるから）左辺はーみくＯにたいして，右辺の第≪+l番目の要素は正であ
る．これはむじゅんである．よって原点ｏはＭの内点とはなり得ない．
　かくて分離定理によって，凸集合冊をその片側に含み，０を通る超平面〔宍戸１〕'x=0が存在
して，〔戸1〕’〔77十ｚ〕≧０．すなわち
（1）この証明はGale〔6, p. 47〕，二階堂，「経済のための線型数学J p. 132等参照．
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　　〔戸１〕％十〔Z，1〕’ｚ≧0 (iv(R+"-'＼z(Z)　　　　　　　　　　　　　（8）
ところで０６沢ｊ゛1であるから, (8)において，7ﾉ＝Oとおけば
　　〔戸1〕’ｚ≧0，　（ｙＺ）.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　またip 1〕‰は下に有界であるから，下界をγとすると〔戸１〕匈≧γ．これよりλ≧Ｏにた
いして〔戸１〕りﾌﾉ≧7’.〔戸１〕％≧γ/λ.1→・・とすればC戸･１〕匈≧０，これより〔夕１〕’≧０
をうる．
　さて（9）はＺの任意の１点ｚをとったのであるから,勿論集合Ｚについても成立して，
　い○［D帽］≧Ｏである．次に集合ｚの定義に示されたようにξ≧０，こ≧Ｏで
あるから･上式からこれを除けば, (6)式をうるであろう．すなわち（6）をみたす非負解〔ｙ，１〕’≧
Ｏがえられた(1)
　かくて(7). (6)が証明されたから線型計画の(3), (4)をみたす解ξ≧０，ぐ≧Ｏがえられた．次に
（5）の目的函数上に有界などとを示す必要かある．これがためには，ξおよびぐがそれぞれ有界な
ことを示さなければならぬ.
　　(ii). sは上に有界である．
　まづ行列Åの活勣水準ぐ≧Ｏが上に有界なことは容易に判る．Ａの第n +1行目のベクトル
をとり，これを♂゛1とおけば2―2.の仮定(iOから♂゛1＞oである．これより♂゛1ぐを作る
と（3）に示す仮定によって
　　♂゛1ξ≦ｒ.　　　　　　　　　　　　　　　　一一　　　　　　　　　　　（抑
ｒは正で，有界は労働供給であるから，ベクトルξのいづれの成分も無限大ではありえない．す
なわちξは上に有界である.
　ξが上に有界なことから･生産集合ｙを，ｙ＝りり＝Ａぐ，ξ≧O｝とすれば－ｙは上に有界
である.
　　(iii). Cは上に有界である．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　いま消費集合ｘをX={x＼x=BC． 　C≧O｝と定義するならば，χが上に有界ならば，こも
上に有界である．いま（3）より
Ｊ≦－ｙ十
????
(.xeX, yeY)
を作れば，この式の右辺は上に有界であるから，ｚも上に有界である．消費集合Ｘは上に有界で
ある．
　ここで本節で今まで述べたところを要約すると，線型計画(3). (4),バ5)はまづ(i)によって制約条
俐3), (4)をみをす解を持つことが示され，また(iり, (iii)によって目的函数(5)は上に有界なこと
が示された．従ってこの線型計画は最適解を有する．
　次にわれわれは最咆基本ベクルトについて考察しよう.
　　(iv).最適基本ベクルトの構成
　はじめに最適基底のうちには，消費ベクルトか含まれることを示し，次に最適生産ベクルトにつ
いて述べよう.
　(ｲ)最適基底のうちには(2)の行列召より選ばれた最適消費ベクルトか含まれねばならぬ．
　まづ線型計画(3), (4), (5)においては，労働供給7て＞Ｏは限度ま七使用されるとして論を進めて
差支えない．ｒが限度まで使用されない時は，最適計画にならない．これについては後で証明する．
この前提のもとに最適基底には最適消費ベクトルを含まねばならない．いま上記の線型計画にたい
する双対問題を作ると
（1）本証明は二階堂〔4, pp. 207―8〕に多少の変更を加えてえられた
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い○［D］
ｙ≧０
≧〔O z,〕
min. y｀=〔戸　1〕'〔7〕
???????
(13)
45
のようにする.(ｙは労働をニュメレールにとっすこｎ財の価格, ai)の右辺Ｏはｙ1にたいする純収
入，zzは召にたいする奴用指標１を表わす行ベクトルである.)ここで周知の双対性定理を適用
すると，線型計画(3), (4), (5)は既述のように最大解を有することが示されたから，双対問題も当然
最小解を有し，かつ最大解と最小解は一致
〔oJ[:]＝φ1〕'に〕 叫
する．従ってもし最適基底のうちに消費ベクトルを含まないとすれば，㈲の左辺はゼロとなり，他
方右辺は労働の価値は１であるから,･賃金額ｒ＞Ｏとなって,両辺は一致しない．よって最適基底
には最適消費ベクトルを含まねばならない．
　はじめに，労働は限度まで使用されるという前提をおいたのであるが，もし最適状態で労働が超
過供給になれば，その価値はゼロとなり，叫の右辺最小値もゼロである．従って右辺の最大値はゼ
ロとならざるを得ない．よって労働供給ｒ＞Ｏは限度まで使用されねばならない.
　(口)．かくて，7z生産物にたいする最適消費ベクトルの存在することが証明された．これより，最
適消費需要が存在することは明らかだが，これを確定することは後にゆづり，ここでは最終需要を
任意の大きさのものとし，これにたいする最適生産ベクトルを考察する．任意の最終需要にたいし
て，常に同一の生産ベクトルをもって生産物を供給しうることは，代替定理の示すととろである．
ここではGaleの代替定理を用いることにしよう．
　いま一般レオンチエフ・モデルＡが生産的のとき(2-2.の仮定(i))各企業より任意に１個宛
のベクトルをぬき出しこれを
り゜
じこ
1,
〕　り≒'‘゛‘Ｊ)
く．らｎ,jは労働の投入係数である．これよりj
ｓ＝{一川ηn
nら+1)Jわ≦1，わ≧O}
　　　　　　j=1　　　j-1
とお ,j 労働の投入係数である．これより集合
a5)
を作るとき，Ｓを産出空間(out-put space)とよぷことにする．Ｓは　Ｓ≧０　とおくことができ
る．
　代替定理によると，Åが生産的のとき各企業より１個宛の虜を選び，これよりＡ＊なる7z＋1
行，7z列の行列を作る．次に
　　Ａ＊＝〔j〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』6）
とおくと，ａはλ＊の第,z＋1行目のベクトルで，労働投入係数を表わしている．これよりーλξ，
aξ≦1，Ｓ≧Oによって５を表現することができ，しかもΣα７１キ＼＞i　？Ｊのうちで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　J-1
　　aξ＝ｍｉｎ
ならしめることができる.〔Gale 6, pp. 303―5〕.
闘
　かくてÅ＊は与･えられた産出I空間をうるために，労働投入を極小ならしめる基底であるか, A*
が上記の線型計画(3), (4). (5)の生産に関する最迪基底なることは次のように示される．いま産出空
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間の１点，－iをとれぱ，λは
　　　　　　ーλξ＝一万
　　　　　　　ξ≧0
　　　　　　　miniξ
の最適基底である．従ってこの基底にたいしてp*'>0が存在して**' (-A) =aである．こ
の式は労働をｎｕm6ｒaiｒｅとした〔ﾐﾒ,＊１〕'＞Ｏにたいして，
　　　ip* 1〕'A*=0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　m
また最適基底でない任意の生産ベクトルりにたいしては，
　　　(ﾐﾒ)＊１〕'両≧Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲
である.(18)はﾉ1＊が線型計画3)，圃］5)の生産に関す最適基底たることを示している．
　以上のべたところから最適基本ベクトルは71+1行。z列の生産行列ｙ1＊と。z次元の最適消費
ベクトルa*n+lとから構成される.
　　(Ｖ).最後に2―4.に定められた均衡解の存在することをのべて，本節の証明を終了する．
　(≪). n*十.･C*= 0 {71財にたいする需要，
既述のように線型計画の最適基底はじ4＊
供給の均衡）
(勁)] である．またこの最適基底にたいして，
最適価格〔戸＊１〕'>0は（λ＊に対応する純収入は0, a*。41の数用は１から）
〔戸＊１〕でÅ＊(で¨１)]＝〔ｏ　ｌ〕 (20》
を成立せしめる．じ4＊　(;＊”゛1)〕≒0であるから，剛から/>*>0が求められる.71財の最適価
格戸＊が
　　戸＊＞Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　剛
なることは，既にふれたところであるが，改めてここで証明しておこう．
　さてÅは生産的であるから，産出空間の任意の１点一々＞ＯにたいしてーÅξ＝－ηはξ＞0
の解を有する．また＼-A＼≒Ｏであって，〔－λ〕-1≧Oである. Q6), (18)から1）＊'＝&〔－Å〕-1を
うる.a＞O(2 －2. の仮定00)であるから(21)がえられる．即ち,z財の最適価格は正である．
　ここで(20)にかえる．λ＊については最適生産水準ぐ＊を乗ずると
　戸゛(－λ)ξ＊＝がξ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　‘'　　　　　　　　　　　　(22)
となり≫ a n+iについてはこ＊を乗ずると
　　夕＊'ら＋1こ＊＝こ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(23)
となる．また㈲から　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　　ｒ＝ぐ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図
である．更に労働供給はすべて生産に投下されたこと，既述のごとくであるから, (22)の右辺はｒ
に等しい．よって戸＊ベーÅ)ξ＊＝y)＊'α＊･1，1こ＊．これを戸＊'＞Ｏでわると
　　ーλξ＊゜a*n.i e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　酉
となる．Åξ＊＝り. a n+1こ＊＝ヱ＊とおくとり＊＋２;＊＝o　をうる．
　(β)．労働に関する需要，供給の均衡
　これは既に証明された．すなわち労働供給ｒはすべて生産に投入されて
　　ｒ ＝　ａ$＊
である．
　レオンチェフ・モデルを用いた一般均衡理論　　　（国沢）
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　　（7･）.（∂）の証明に入るまえに次の補助定理を証明しておくのが好都合と思われる．
　補助定理１．線型計徊剛,｀㈲, (5)の極大値は，各企業が利潤を極大にし，消費者が2－3.の仮
　　　　　　　　　　　　　　１　Ｆ　　　　　　　　　　●定(ii)の下に効用を極大にしている時に限って実現される.
　　（証明）はじめに各企業が利潤を極大にし，消費者が2―3.の(ii)の下に効用を極大にしてい
るものとしよう．企業ｊが最適基本ベクトル吋を選んだとすると!肺1, ■■■,n),これにたいす
る最適価格ｙ１〕’＞Ｏが存在して
　　〔p* 1〕りj＝0
が成立し，最適以外のベクトル。にたいしては
　　〔戸＊１〕'り≧０
陥
が成立つ(i=l,…,7i).従って最適基本ベクトルを選ぶことによって，企業ｊの収支は均等して
利潤はゼロとなる．吋については最適活動水準び＞Ｏが選ばれ，両については当然，活動水準
はむ＝Ｏ　である．
　他方，消費者が，最適消費ベクトルａ＊,91をとれば戸＊∩こ関して
　　　＊りVl=l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　儲
か成立する．これはa*n*lにかんして消費支出額は，効用指標１に等しいことを意味している.
　(2-3.の仮定GO).他の消費ベクトルら．1については　　　　　　　　　　　　　　　　　"
　　戸＊‰ｔ７，＋1≧1
によって，消費支出は効用１に等しいか，または超過する．よって2-3. (ii)の仮定の下に，
a*n+iは効用を極大ならしめており，最適活動水準く＊＞Ｏは，これにともなって選ばれる. ≪n+l
にたいしてはこ＊＝Ｏ　である．
　かくて7z個の企業および消費者の最適活動の結果は
(ｏ１頃:)ベダ１
)，また雛の右辺は(α)
(ｏイ§:)＝(ダ１
であり （ ）
yﾚ＊(で”“)〕〔::〕　　　　　　　固
　(β)を考慮すると，(z)＊1〕'じ7〕であるから
〕'に〕　　　　　　　　　　　　　　　闘
が成立する．双対性を考慮すれば，図の左辺は(5)の最大値である．
　逆に(5)が最大値に達していれば，各企業は極大利潤を，消費者は極大効用を実現していなければ
ならない．仮りに各企業が，最適基底以外で１個宛とった基本ベクトルの集合をＡとし，消費者
が同様，消費ベクトルら．1を選んだとしよう．これらに対応する活動水準をξ，ことし，また労
働供給は限度まで用いられているとして価格ベクトルをC/> 1〕´としよう．すると
　(，ヅレい○(帽)円＝い言]
が成立する．左辺〔0　1〕T万〕は(5)の最大値でない．(補助定理証明終)
(31)
　補助定理を利用して（γ），（∂）の成立を示すことができる．既に述べたように（5）の最大値は実現
可能である．従って
48 高知大学学術研究報告　　第15巻　　人文科学　　第４号
　　(7･).乃は企業ｊにおいて〔ﾐＺ･＊１〕’＞Ｏにかんして利潤を極大にする. 0=1.･･･り1).
　補助定理から(5)の最大値か実現していれば，各企業は囲から
　　　〔戸＊１〕'吋＝０，む＞Ｏ，り＝1,･‥Ｊ)
を成立させていなければならない．刀＝弓ξ:rとおけば，乃は(ﾉ)＊１ｙ＞Ｏ　にかんして利潤を
極大ならしめている.
　　(δ).ｚ＊は2―3.の(ii)の仮定の下に極大の効用ぐ＊を与える．
　補助定理から(5)の最大値は，消費者について端から
　　戸＊’α＊71＋1°1，こ＊＞０
を成立させる．従って生産物にたいする需要jと＊＝ａ＊,91ぐ＊は, 2―3.の仮定(ii)の下に極大の
効用を与える．
　以上によって定理１の証明は終了した．
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